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１ 目的 

このマニュアルは、静岡市が発注する建設工事、建設業関連業務委託および

建設工事に類する委託（以下「工事等」という。）に関して、発生した事故を

迅速かつ適切に処理するため、以下の手続きについて必要な事項を定める。 

① 施工体制の不備等により発生した事故の報告等に関する手続き。 

② 発生した事故の迅速かつ適切な処理のため、工事等事故の再発防止策及び

二次災害防止策の検討に関する手続き。 

なお、本マニュアルは『工事事故対応マニュアル（静岡県交通基盤部工事検

査課）』を参考としており、本マニュアルに記載のない事項については、静岡

県のマニュアルを参考とする。 

 

※建設工事に類する委託：樹木剪定業務委託、道路構造物復旧業務委託、 

            舗装復旧業務委託、除草業務委託、 

各種公共施設点検業務委託、修繕業務 等 

 

２ 報告の対象 

事故発生時の報告は、工事等の施工に関連する作業において発生した事故の

うち、次に掲げるものを対象とする。 

（１）労働災害 

・工事等の作業が原因で、工事等関係者が死亡又は負傷（入院又は通院加

療を要するもの）した事故。 

（２）もらい事故 

・工事等関係者以外の第三者の行為が原因で、工事等関係者が死亡又は負

傷した事故。 

（３）公衆に負傷者 

・工事等の作業が原因で、第三者を死亡又は負傷させた事故。 

（４）公衆に損害 

・工事等の作業が原因で、市又は第三者の資産に損害を生じさせた事故。 

●事故発生場所による取扱い 

 工事等事故は発生場所が現場（影響範囲を含む）や作業ヤード及び運搬・移動に係る受注者の

現場管理の範囲とし、会社や通勤中に発生した場合の事故は、工事等事故として取扱わない。 
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＝事故別の対応一覧表＝ 

種別 事故の概要 対応の判断 措置対応 

重大 

事故 

公衆に死亡者 安全管理推進委員会 

（委員長：副市長） 

建設業者等

選定委員会

にて入札参

加停止措置

を決定する 

公衆に負傷者（休業４日以上） 

公衆に損害を与えた（社会的影響大、重大） 

工事等関係者に死亡者 

工事等関係者に負傷者（休業４日以上）３人以上 

同一工事等・複数回、安全措置不適切 

通常 

事故 

公衆に負傷者（休業４日未満） 安全管理推進委員会 

（委員長：部会長） 公衆に損害を与えた（中程度） 

工事等関係者に負傷者（休業４日以上） 

上記 

以 外 の

事故 

工事等関係者に負傷者（休業４日未満） 

もらい事故（負傷者あり） 

工事等関係者に負傷者（休業なし） 

公衆に損害を与えた（軽微） 

その他事故、もらい事故（負傷者なし） 技術政策課、契約課 措置なし 

「安全管理措置が適切」と認められる場合とは別

に受注者に責めがない事故 

＊ 「休業４日以上」とは、被災した翌日からカウントし、原則土日祝祭日も休業日にカウントする。 

＊「中程度」、「軽微」は P11※４被災状況の判断基準を参照。 

警察用語 

 

死亡 交通事故が起きてから 24 時間以内に死亡したもの 

重傷 30 日以上の治療を必要とする怪我 

軽傷 30 日未満の治療を必要とする怪我 

消防（救急）用語 死亡 医療機関で、初診時死亡確認されたもの 

重症 ３週間以上の入院加療が必要なもの 

中等症 入院が必要で３週間未満のもの 

軽症 入院加療の必要がないもの 

参考…重傷と重症について （重傷…怪我の程度が重い//重症…病気や症状が重い） 

 工事等事故の場合は、怪我だけでなく、熱中症等も含まれるため、「重症」の定義を用い

る場合もある。 
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３ 事故発生後の対応 

【受注者がすべきこと】 

★直ちに 

負傷者の救護を行うと共に、被害の拡大を防止し、現場の安全を

確保するための緊急の措置を行った後、当該工事等の監督員又は担

当者（以下「監督員等」という。）に対し、事故の報告を行う。 

連絡：事故の状況を把握し、直ちに警察、消防その他の関係する機関に連絡する。 

報告：監督員等に口頭または文書により事故の発生を報告する。 

提出：第一報の報告を行った後、情報を収集し、事故の原因、工事等の概要を

（別紙１）事故速報にまとめ、監督員等に提出する。 

★速やかに 

現場再開に向け再発防止策を作成し、監督員等と協議を行う。 

※再発防止策は、発注者から示された安全管理措置の不適切な箇所について

是正等を列挙する（必要に応じて図表等を作成）。 

【発注者がすべきこと】 

★速やかに 

受注者又は第三者より事故発生の報告があった場合は、応急措置等の指示

を出したあと、下記のとおり対応する。 

（１）受注者又は第三者から事故発生の報告を受けた場合、所管の長、契約課、

技術政策課へ口頭で第一報を報告する。また、公共施設における工事等で、

施設を管理する者が別に置かれている場合は、その長への報告も行う。 

  ※被害程度が重大、又は被害が拡大する恐れがある（重大事故又は重大事故

に発展しそうな）場合は、広報課と即時公表について協議する。 

（２）受注者から事故速報が提出された後、所管課は、契約課、技術政策課と安

全管理が不適切な箇所の有無及び再発防止策について協議し、再発防止が

必要な箇所があれば受注者に伝え、再発防止策の作成を指示する。 

（３）技術政策課は、事故速報をもとに安全管理推進委員会の開催を判断する。 

（４）事故の内容が入札参加停止等の措置に該当する案件か又はその疑いがあ

るかを三者で協議する（契約課は、判断の見解を所管課に伝える）。 
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『事故等発生報告書』を提出 

（工事等所管課⇒契約課⇒技術政策課） 

 

・応急措置の指示（現場の安全確保、ライフライン管理者等関係機関への連絡） 

 

・被害程度が重大または被害が拡大する恐れがある場合、 

各部局筆頭課、部⾧、局次⾧、局⾧、二役（秘書課）、議会へ報告すると同時に、 

広報課に報道投げ込み 
※二役、広報課への情報提供用の様式は「e-Net 掲示板」－「14 各種申請届出書」 

・委託契約等（請負契約でないもの）はコンプライアンス推進課も報告が必要 

入札参加停止等の措置に該当するか、 
またはその疑いがあるか。 

●工事等所管課、契約課、技術政策課の３者で協議 
・「７入札参加停止措置等判断フロー」参照 
 

●３者で『措置判断の見解』を共有 
・契約課：３者の見解をまとめ、見解書を作成 
・技術政策課：安全管理措置の適否を判断 
・工事等所管課：判断材料の整理 

４ 事故報告フロー（所管課が行う手続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指名停止となったものは契約課が公表（報道提供、ＨＰ掲載） 

その他事故、もらい事故（負傷者なし）、
受注者に責めがない場合 

契約課と技術政策課へ連絡、 

「（別紙１）事故速報」を提出 

事故発生覚知 

各部会において 

入札参加停止等の措置（案）を決定 

所管課⾧ 

契約課、技術政策課 

その他関係課へ報告 

不 問 

建設業者等選定委員会にて審査 

入札参加停止措置 

ＳＡＳに登録 

【建設工事事故】 

・死亡又は休業４日以上 

・第三者の死傷につながる可能性が高かった事故 

要綱対象外 

措置対象者が有資格業者でない 
または損害がなかった場合 
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・事故の概要（箇条書き） 

・被災状況（事実のみ記載、憶測で記載しない） 

・事故後の対応（時系列で整理する） 

・事故原因（事実の内容と憶測を混同しないよう注意） 
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５ 現場再開の判断手順 

・労働基準監督署又は警察の行政判断や被害の程度が確定しない場合であっ

ても、早期に現場再開することで社会的影響を最小限とするように対応する。 

【所管課（工事等担当課）】 

・事故速報（別紙１）をもとに所管課、技術政策課、契約課の三者で安全管理が

不適切な箇所の有無について協議し、安全管理の不適切や是正の必要な箇所が

あれば受注者に伝え、再発防止策を講じるよう指示する。 

（通常事故） 

・受注者が作成した再発防止策を精査し、再発防止に係る報告書（別紙２）を安

全推進委員会に諮る。 

（重大事故） 

・再発防止に係る報告書を部会にて審議した後、安全推進委員会に諮る。 

 

 

【安全管理推進委員会】（事務局：技術政策課） 

・所管課長は、安全管理推進委員会に対し事故速報により説明する。 

・安全管理推進委員会は、再発防止に係る報告の審査、現場再開の判断を行う。 

 現場再開の判断の期間 審査及び判断資料 

★重大事故 事故後おおむね３週間以内 

委員長：副市長 

委 員：所管局次長、部長 

開 催：臨時開催 

 

事故速報 

再発防止に係る報告書 

●通常事故 事故後２週間以内 

委員長：部会長 

委 員：部会員 

開 催：業者選定部会時 

 

事故速報 

再発防止に係る報告書 

▲上記以外の事故 事故後速やかに 

部会長に随時報告 

 

事故速報 

再発防止に係る報告は

口頭でもよい 
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６ 事故対応フロー 

 



9 

別紙２ 

 

再発防止に係る報告書 

                                                 年  月  日 

（発注者）安全管理推進委員会 

                                 （受注者）所在地 

                                       名 称 

                                       現場代理人 

 

    年 月 日に発生した現場事故について、再発防止のため是正及び改善したので報告します。 

安全措置の不備又は

是正すべき内容 

対応年月日 是正又は改善の具体的な内容及び再発を防止するために

とった対策 

   

 

 

添付： 

   

 

 

添付： 

   

 

 

添付： 

   

 

 

添付： 

   

 

 

添付： 

※「安全措置の不備又は、是正すべき内容」は、監督員と協議又は指示事項を記載する。 

※「対応年月日」は、対策をとった日又は是正した日を記載する。 

※「是正又は改善の具体的な内容及び再発を防止するためにとった対策」は、箇条書きするなど必要に応じ

図面等を別途添付する。 
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７ 入札参加停止措置等判断フロー 

市発注請負等における公衆損害事故及び履行関係者の事故 

 

      ※所管課、契約課、技術政策課の３者で協議          有資格者への措置なし 

                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

     直接的な被害がない 

 

 

 

 

 

※１ 「安全管理措置が適切」と認められる場合とは別に受注者に責めがない事故 

 

静岡市入札参加停止措置要綱運用基準第13項参照 

ア 作業員個人の責めに帰すべき理由により生じたものであると認められる事故 

   例：公道上における車両による資材の運搬中に、わき見運転により生じた事故等 

  イ 第三者の行為により生じたものであると認められる事故 

   例： 適正に管理されていたと認められる工事等の現場内に、第三者の車両が無断で 

     進入したことにより生じた事故等 

  ウ 把握不可能であると認められる埋設物等の損害事故 

例例：次に掲げる全てが適切に行われていた場合の事故等 

１ 安全教育 

２ 事前調査 

①台帳、既設設計書の確認、②施設管理者への確認、③試掘、金属探査等 

  ３ 事故後の対応（被害拡大防止措置等の現場対応後、遅滞なく事故報告がされた） 

４ その他、安全施工技術指針等に基づく安全管理措置 

受注者の作業手順、安全管理体制等を確認し、当該事故に関する 

各種法令・規則・指針等から安全管理措置の状況を判断 

●安全管理措置が不適切 
※２ 運用基準第 15 項３号該当 

●安全管理措置が適切 
運用基準第 13 項該当 

または※１に該当 

不 問 〇文書注意 

〇入札参加停止 

〇口頭注意 

〇文書注意 

〇入札参加停止 

●著しく安全管理措置を怠った 
※３ 運用基準第 15 項４号該当 

 被災状況を判断 

※４ 運用基準第 14、15 項参照  

要綱対象外 

要綱対象外 
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※２ 「安全管理の措置が不適切」と認められる場合 

 

静岡市入札参加停止措置要綱運用基準第 15 項第３号 

ア 法令等の遵守がされていない。法令等とは本市が契約図書により具体的に示した事故防止

の措置を含む。 

 イ 本市の調査結果等により、当該事故についての契約相手方の責任が明白となったとき。 

 ウ 請負工事にあっては、当該工事の現場代理人等が刑法、労働安全衛生法等の違反の容疑に

より逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提起されたことを知ったとき。 

 
※３ 「著しく安全管理義務を怠った」と認められる場合 

 

静岡市入札参加停止措置要綱運用基準第 15 項第４号 

  ア 同一工事において再度事故が発生した場合。 

（口頭注意及び文書注意となった事故を含む。） 

  イ 監督員が指示した事故防止措置を講じていなかった場合。 

  ウ 設計図書等により危険性を事前に把握可能であった場合。 

 

※４ 被災状況の判断基準 

  静岡市入札参加停止措置要綱運用基準第14項、第15項参照 

14 事故に基づく措置に係る被災状況の判断基準 

（１）人身の被害状況を判断するための基準 

※全治とは、実際に治療に要する期間（受傷日から最終通院日まで）をいう。 

（２）損害の被害状況を判断するための基準 

  ※復旧とは、機能を回復した仮復旧を含む。 

被 害 判  断  要  素 

人
身 

軽傷 全治30日未満を目安 

重傷 全治30日以上を目安 

被 害 判  断  要  素 

損 

害 

軽微 公共機関や民家等へ軽微な損失又は影響を与えた 

中程度 公共機関や民家等へ損失又は影響を与えた 

重大 公共機関や民家等へ多大な損失又は影響を与えた 

例１：高圧電線及び特別高圧電線、上水道の導水管及び送水管、ガス管の場合 

中程度：影響が100世帯以下、かつ発生から12時間以内に復旧した場合 

重大 ：影響が101世帯以上、又は発生から12時間以内に復旧できなかった場合 

例２：ライフライン等（例１以外。通信等で不特定多数の市民が利用するケーブルを  

含む）の場合 

軽微 ：影響が10世帯以下、かつ発生から12時間以内に復旧した場合 

中程度：影響が11世帯以上100世帯以下、かつ発生から12時間以内に復旧した場合   

重大 ：影響が101世帯以上、又は発生から12時間以内に復旧できなかった場合 
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15 市発注請負等における公衆損害事故及び履行関係者の事故の措置基準 

（１）市発注請負等における公衆損害事故の措置基準は、次のとおりとする。 

      程 度 

被害状況 

安全管理措置が 

不適切である 

著しく安全管理 

義務を怠った 

損害が軽微 口頭注意 文書注意 

損害が中程度 １箇月 ２箇月 

損害が重大 ２箇月 ３箇月 

軽傷 １箇月 ２箇月 

重傷 ２箇月 ３箇月 

死亡１名 ３箇月 ４箇月 

死亡２名以上 ４箇月 ６箇月 

  

（２）市発注請負等における履行関係者の事故の措置基準は、次のとおりとする。 

区 分 
安全管理措置が 

不適切である 

著しく安全管理 

義務を怠った 

軽傷 文書注意 ２週間 

重傷 ２週間 １箇月 

死亡１名 １箇月 ２箇月 

死亡２名以上 ３箇月 ４箇月 

 注意事項  １ 上記を基準に案件ごとに状況を勘案する。 

           ２ 特に社会的に重大な影響を及ぼす場合 

例３：公共機関の場合 

軽 微：一般交通等に影響が小さい（交通安全施設や道路付属物の破損） 

中程度：一般交通等に影響が大きい（幹線道路の不通、交通安全施設の機能不能、 

ケーブル切断による機能不能） 

重 大：公共交通機関（ＪＲ・私鉄・バス）が不通等 

※      公共機関とは、国、地方自治体や公益法人及び公共性の高い企業とし、 

公共機関の業務や事業への影響を含む。 

例４：民家（事業所）等の場合 

軽 微：建物以外（外構、車両等）の損傷 

    事業用ケーブルの切断等において、発生から６時間以内に復旧した場合 

中程度：建物の損傷（重大な場合以外） 

事業用ケーブルの切断等において、発生から12時間以内に復旧した場合 

重 大：建物の損傷で、主体構造、屋根、基礎に影響がある場合 

事業用ケーブルの切断等において、発生から12時間以内に復旧できなかった場合 

※ 事業用ケーブルとは、特定の事業者のみが使用するケーブルをいう。 
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建設業者等選定委員会（部会）はこちらを使用する。 
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８ コンプライアンス推進課への報告 

次に掲げる事故の場合はコンプライアンス推進課へ報告する。（危機管理総

室への報告は不要）。 
 

●事故の原因者が有資格業者であっても事務事業事故・ミスに該当する場合。 

  （事務事業事故・ミスの定義は静岡市事務事業危機管理マニュアルを参照） 

  

※建設工事の施工に関して生じた一般的損害は、報告の対象としない。 

  理由：請負として発注される建設工事は、市に管理責任がある委託契約等

と異なり、受注者（有資格業者）に責任施工の側面があるため 

 

※詳細については通知文及び e-Net 掲示板を確認してください。 

・平成 29 年 12 月 27 日付 29 静財財契第 2971 号 

 「業者に起因する事故等発生時の対応について（通知）」 

・平成 30 年４月 11 日付 30 総コ第 37 号 

 「事務事業事故対応における体制の見直しについて（通知）」 

「e-Net 掲示板」-「４危機管理、内部統制、リスクチェック」-＜危機管理＞ 

 -「静岡市事務事業危機管理マニュアル」 

「事務事業事故・ミス対応フロー図」（12 ページ参照） 
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【事務事業危機管理マニュアルより抜粋】 

【コンプライアンス推進課に報告する場合】 
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９ 建設工事事故データベースシステム（SAS）について 

所管課長並びに受注者は、工事の施工に関連し、国土交通省が所管するＳＡＳ

への登録が必要な事故が発生した場合は、速やかに所定の手続を行うこと。 

 

SAS への登録の対象となる事故 

建設工事事故（委託は対象外）において、 

・死亡又は休業４日以上の負傷（労働災害、もらい事故、負傷公衆災害） 

・第三者の死傷に繋がる可能性が高かった事故（物損公衆災害） 

 

※SAS への登録の詳細については SAS サイト内「建設工事事故データベー 

スシステムのガイドライン」を参照すること。（建文録に保存済） 

【建文録 - 01 技術の花園 - 09 各種ガイドライン等 - 08 工事事故関係】 

 ログインのための ID・パスワードについては技術政策課より登録の際に通

知する。 

※登録作業の流れについて１４ページ参照 

 

 WEB サイト：http://SAS.hrr.mlit.go.jp/ 

 

SAS の定義及び目的 

国土交通省では平成４年度に策定した「公共工事の発注における工事安全

対策要綱」を踏まえ、平成５年度に「事故データベース」の構築を行い、各

機関への通知に基づき公共事業における一定規模以上の事故のデータを集

積している。このデータベースを「建設工事事故データベース」、そのシステ

ムを「ＳＡＳ(Safety Analysis System)」という。収集されたデータは、建

設工事事故対策検討委員会や発注者において、工事事故防止に向けた対策の

検討・立案に利用しており、国・県・政令指定都市及び公団等は一定規模以

上の事故の登録を義務付けられている。 

 



18 

資料 

ＳＡＳデータ作成時の作業の流れ 

工事所管課 受注者 システム管理者 

 

事故発生 

 

① 静岡市固有のＩＤ・パスワー 

ドで発注者サイトにログイン 

 

② 事故発生状況調書を作成、 

送信（※） 

 

 

③ 事故番号・事故パスワードを 

受け取り、受注者に連絡 

 

④ 発注者サイトにログイン、 

発注者事故報告書の記入サイ 

トに事故番号と事故パスワード 

でさらにログイン 

   ⑤ 発注者用の事故報告書に 

     記入 

 

⑥ 二つの報告書を確認、 

  システム管理者へ送信 

 

 

 

⑦ 完了メールを受信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 事故番号・事故パスワード 

を受け取る 

② 連絡を受けた事故番号と 

事故パスワードでログイン 

③ 受注者事故報告書に記入、 

発注者に送信する 

 

 

 

 

 

 

④ 完了メールを受信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事故定義を判定 

 事故番号 

・事故パスワード送信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 報告書を受信、 

  完了メールを送信 

 

 

 

【建設工事事故データベースシステムのガイドラインより抜粋】 

※事故発生より 2 週間以内を目途に入力する。 

 


